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「世界気候エネルギー首長誓約」
①温室効果ガスの国の目標以上の削減、②気候変動の影響への適応、③持続可能なエネルギーへの
アクセス、④これらの取組の進捗状況の報告、に取り組むことを自主的に誓約する。世界で140を
超える国から約11,700の自治体が参加、13の地域事務局がある（2022年1月現在）。

※参加自治体の人口は約10憶人、全世界の10%を超える。

参加自治体と
「地域首長誓約」事務局

出典：Global Covenant of Mayors より編集

「世界首長誓約/日本」
事務局（名古屋大学）



世界首長誓約の誓約自治体数とその人口

地域 誓約自治体数 誓約自治体人口
（百万人）

EU・西欧 9,728 248.5
東欧・中央アジア 597 58.9
中東・北アフリカ 154 66.2
サハラ以南のアフリカ 268 139.3
南アジア 36 81.6
東南アジア 79 57.8
オセアニア 44 7.5
東アジア ※ 51 69.9
北米 239 97.1
ラテンアメリカ・カリブ 523 186.1

合計 11,719 1,012.9
※うち、日本 29 28.6

出典：Global Covenant of Mayors for Climate ＆Energy websiteより作成

European Union & Western Europe
Eastern Europe & Central Asia

Middle East & North Africa
Sub Saharan Africa

South Asia
Southeast Asia

Oceania
East Asia *

North America

TOTAL
* Japan

Latin America &
The Caribbean



ニセコ町

富山市 所沢市

東京都

横浜市

大津市

豊中市

広島市
北九州市

五島市
岡崎市

南牧村(群馬県)

加賀市

豊橋市

与謝野町

鎌倉市

加西市

豊田市
京都市

高山村(長野県)

木更津市

「世界首長誓約/日本」誓約自治体

松本市

中間市

小布施町

岡山市

三島市

大木町

宇佐市

新潟市

誓約自治体、
随時募集中！
詳しくは

Webサイトを
ご覧ください。

日本では2018年8月から登録開始、
現在、29 自治体が誓約している。
（日本の人口の約20％）



首長らのリーダーシップにより、地域からアクションを
起こし、パリ協定の目標達成を地域から支え貢献する。
首長が次の項目について自主的に誓約し、持続可能でレ
ジリエント（強靭）な地域づくりを目指す。

①持続可能なエネルギーの推進

②温室効果ガスの大幅削減

③気候変動の影響への適応

「世界首長誓約/日本」

｢地域」のシステム転換がカギ



誓約内容と3つのステップ

1. 以下の事項を誓約します。

❶持続可能なエネルギー（エネルギーの地産地消など）を推進します。
❷2030年の温室効果ガス排出量は国の削減目標以上の削減を目指します。
❸気候変動の影響などに適応し、レジリエント（強靭）な地域づくりを
目指します。

2. 誓約後2年以内に、誓約事項①～③に関する目標、温室効果ガス排出量
などの状況、具体的な目標達成方策などに関する「気候エネルギー行動計
画」を策定・報告し、これに取り組みます。

3. 2年ごとに、同行動計画の進捗状況を報告します。

注１：➋の2030年の「国の削減目標」は、「地球温暖化対策計画」（令和3年10月22日閣議決定）に
おける温室効果ガス削減目標（「2030年度において、温室効果ガスを2013年度から46％ 削減する
ことを目指す。」）です。なお、世界首長誓約/日本では、自治体の2030年目標の基準年は統一し
ませんので、各自治体が採用する基準年を用いて下さい。

注2：2030年を目標年次とする温対法に基づく「実行計画（区域施策編）」、自治体独自の適応計画、
自治体独自のエネルギー計画などの計画であって、誓約事項（❶～❸）を満たすものは（複数の計
画がある場合はこれらを合わせて）、「気候エネルギー行動計画」とみなされます。



誓約自治体の参加の経緯

7

 首長のリーダーシップ・判断によるもの。首長が仕組み
や必要性を理解し参加を決定する。最も多いパターン。

 欧州では、議会が首長に参加を要請したり、市民や市民
団体が首長に参加を求めたりするパターンも多い。

 すでに先進的な取組を実施してきた担当部署が首長に提
案するもの。既存の温暖化対策実行計画（区域施策編）、
または改訂版をアクションプランとして位置づける予定。

 稀だが、議会議員による提案で参加する自治体もある。

 州政府・地方政府・県がコーディネーターとなり、域内
の市町村の参加を推奨。データ提供したり、職員に対し
研修を行ったりしてサポートする。



世界首長誓約/日本
誓約自治体は、「気候エネルギー行動計画」（または、気候エネルギー行動計画と見なされた実行計画（区域

政策編）などを含む。）の実施状況（インベントリを含む。）をモニタリングし、2年ごとに事務局に報告する。

登録

 地域エネルギーバランス表
／CO2インベントリー作成

 気候変動のリスク・脆弱性
の評価
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モニタリング
／報告

世界事務局(Brussels)

サポーター
ex. 欧州・日本の再エネ・コジェネ・地
域電力小売事業などの専門家・団体・
関連企業、エネルギーシフトに取り組
む経営者団体の地元会員など

審査

コーディネーター
ex. 環境・エネルギーなどの自治体ネットワークNGO 、

都道府県温暖化防止活動推進センター、大学などの専門家

日本事務局 ヘルプデスク

2年ごと

専門家委員会

支援

支援

「気候
エネルギー
行動計画」

MyCovenant Japan

ICLEI-CDP統一報告システム

※MyCovenant Japan
「世界首長誓約/日本」の報告
様式（Excelファイル）

 目標
 インベントリデータ（基準年）
 インベントリデータ（最新年）
 気候変動適応のリスク・

脆弱性評価
 行動計画、緩和・適応の措置

モニタリング報告の方法は、
次の2つから選ぶことができる。
●ICLEI-CDP統一報告システム
●MyCovenant Japan様式

●事務局（名古屋大学）は、全国の市区町村のイ
ンベントリデータをWEBサイトで公開。
●希望する誓約自治体には、地域エネルギー事業
の簡易フィージビリティスタディを実施するため
の専門家を派遣（無料）。



MyCovenant Japan報告様式の例（目標）



MyCovenant Japan報告様式の例（インベントリデータ）



MyCovenant Japan報告様式の例（リスク・脆弱性・適応力評価）



世界首長誓約/日本 運営委員会

• 運営委員長に京都市長を選出、委員長代理にニセコ町長を指名。
• Phase２（～2023年12月）までに50自治体の参加を目指す。



「世界首長誓約/日本」事務局
〒464-8601 名古屋市千種区不老町 名古屋大学大学院環境学研究科内

TEL/FAX: 052-747-6547
E-mail: info@covenantofmayors-japan.jp

https://covenantofmayors-japan.jp
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